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 本資料においては，福島第一原子力発電所の雨水処理設備の処理対象水の追加及び雨水

散水設備の記載の削除に関連する「特定原子力施設への指定に際し東京電力株式会社福島

第一原子力発電所に対して求める措置を講ずべき事項について」（平成 24 年 11 月 7 日原

子力規制委員会決定。以下「措置を講ずべき事項」という。）」等への適合方針を説明す

る。 
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特定原子力施設への指定に際し東京電力株式会社福島第一原子力発電所に対して求める措

置を講ずべき事項について（平成 24 年 11 月 7 日原子力規制委員会決定） 

（以下「措置を講ずべき事項」という。） 

Ⅰ．リスク評価について講ずべき措置 

 

 

1.1.1 措置を講ずべき事項への適合方針 

1 号炉から 4 号炉については廃炉に向けたプロセス，燃料デブリの取り出し・保管を含む

廃止措置の完了までの全体工程，5 号炉及び 6 号炉については冷温停止の維持・継続の全体

工程をそれぞれ明確にし，各工程・段階の評価を実施し，特定原子力施設全体のリスク低減

及び最適化を図ること。廃炉に向けたプロセス，燃料デブリの取り出し・保管を含む廃止措

置の完了までの全体工程を改訂していくこととし，特定原子力施設全体のリスク低減及び

最適化を図ること。また，特定原子力施設全体のリスク評価を行うに当たっては，敷地外へ

の広域的な環境影響を含めた評価を行い，リスクの低減及び最適化が敷地内外の安全を図

る上で十分であるよう設計する。 

  

1 号炉から 4 号炉については廃炉に向けたプロセス，燃料デブリの取出し・保管を含

む廃止措置の完了までの全体工程，5 号炉及び 6 号炉については冷温停止の維持・継続

の全体工程をそれぞれ明確にし，各工程・段階の評価を実施し，特定原子力施設全体の

リスク低減及び最適化を図ること。 

特定原子力施設全体及び各設備のリスク評価を行うに当たっては，敷地外への広域

的な環境影響を含めた評価を行い，リスクの低減及び最適化が敷地内外の安全を図る

上で十分なものであること。 
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1.1.2 対応方針 

(1) リスク評価の考え方 

特定原子力施設のリスク評価は，通常の原子力発電施設とは異なり，特定原子力施設全体

のリスクの低減及び最適化を図るために必要な措置を迅速かつ効率的に講じていくことを

前提として実施する必要がある。以下にリスク評価の実施手順を示す。 

また，特定原子力施設におけるリスク評価に関して，現時点で想定される敷地外への影響

評価を(2)～(3) に示す。(2) においては，現時点における特定原子力施設の敷地境界及び敷

地外への影響評価を示し，(3) においては，リスク評価で想定したリスクに至るシナリオの

中で最も影響の高い事象を中心に評価した結果を示す。 

 

a．リスク評価の手順 

 

 

① 達成すべき特定原子力施設の状態（目標）の定義 

特定原子力施設におけるリスク評価を実施するに際して，達成すべき状態（目標）を設

定した上で目標に向けた活動に係るリスクを評価する必要がある。目標設定については，

中長期的な観点で普遍的な目標を大目標及び中目標として設定した。小目標については

個々の活動を実施する目的として設定されるものである。 

 

 

① 達成すべき特定原子力施設の状態（目標）の定義 

② 目標に向けて想定するリスク項目の同定 

③ リスク項目に至るシナリオの想定 

④ リスク上重要なシナリオに対するリスク低減対策の抽出 

⑤ 対策の十分性の確認（リスクの経時変化及びリスクの大きさ等を考慮） 

⑥ 更なるリスク低減対策の抽出 
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【大目標】 

 

 

【大目標達成のための中目標】 

 

 

② 目標に向けて想定するリスク項目の同定 

上記①のうち『敷地外の安全を図る』及び『敷地内の安全を図る』が達成できない状態

を現状の主たるリスクと考え，以下の具体的なリスク項目を同定した。 

 

『敷地外の安全を図る（公衆への被ばく影響の低減）』に関連したリスク項目 

ⅰ）大気への更なる放射性物質放出 

ⅱ）海洋への更なる放射性物質放出 

『敷地内の安全を図る（作業員への被ばく影響の低減）』に関連したリスク項目 

ⅲ）作業員の過剰被ばく 

 

③ リスク項目に至るシナリオの想定 

リスク評価を行うに当たっては危険源の同定が必要であり，特定原子力施設において

は，放射性物質の発生源をその危険源として考え，放射性物質の発生源毎にリスク項目に

至るシナリオを想定する。 

また，作業員の過剰被ばくについては，ICRP の放射線防護の３つの原則である「正当

化の原則」，「線量限度の適用の原則」，「最適化の原則」に基づきリスク分析を実施す

る。 

シナリオの想定については全体のリスクを理解しやすいようにするため，まずは特定原

子力施設全体として現在の設備や運用でリスクを押さえ込んでいる状態がわかるように整

理し，次に設備単位でリスクに至るシナリオを想定した。シナリオの想定に当たっては，

設備故障やヒューマンエラーなどの内部事象の他に外部事象を考慮したシナリオを想定す

る。 

 

  

特定原子力施設から敷地外への放射性物質の影響を軽減させ，事故前のレベルとする 

１）プラントの安定状態を維持しながら，廃止措置をできるだけ早期に完了させる 

２）敷地外の安全を図る（公衆への被ばく影響の低減） 

３）敷地内の安全を図る（作業員への被ばく影響の低減） 
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④ リスク上重要なシナリオに対するリスク低減対策の抽出 

想定したリスクのシナリオに対して現在できているリスク低減対策，今後実施するリス

ク低減対策を含めて抽出する。対策を抽出する際には，目標とすべき状態とそれを達成す

るための具体的な対策を検討する。 

 

⑤ 対策の十分性の確認（リスクの経時変化及びリスクの大きさ等を考慮） 

上記④で抽出した対策について，短期的，中長期的な視点を踏まえた対策の十分性を検

討する。その際に④で抽出した対策を実施した結果として新たに発生するリスク等も抽出

する。対策の十分性の確認に際しては，リスクの大きさやリスクの経時的な増減等を考慮

したものとする。 

 

⑥ 更なるリスク低減対策の抽出 

上記⑤で実施した対策の十分性の確認の結果，特定原子力施設全体のリスクをできるだ

け早く低減させる観点から，既存の技術で達成可能で他のプライオリティの高い対策の進

捗に影響しないものについては，精力的に対策を講じることを前提として更なるリスク低

減対策を抽出する。 

 

b．リスク低減対策の適切性確認 

上記ａで抽出されたリスク低減対策について，個々の対策の優先度を多角的な視点で評

価する必要がある。以下に示す考え方は，個々のリスク低減対策の必要性や工程等の適切

性を確認し，対策の優先度を総合的に判断するため整理したものである。しかし，適切性

確認の視点等は固定的なものではなく，今後の活動の中で柔軟に見直すことを前提として

いる。 

 

(a) 適切性確認の前提条件 

①作業員の被ばく低減を含む安全の確保が最優先である。 

②リスク低減対策の必要性の有無は，それぞれの対策について個別に確認することが，

第一段階となる。（全体の適切性を確認するための基本） 

③リスク低減対策の全体計画を構築する際には，多種多様なリスク低減対策について同

じ評価項目で定量的に比較することが難しいことを認識し，効率性等も考慮して全体

リスクが早く低減することを前提とする。 

④個々のリスク低減対策の適切性確認を行う際には，組織全体として共有すべき共通的

な考え方（視点）を明確にする。 

⑤個々のリスク低減対策の適切性確認においては，実施するかしないかの判断の根拠と

なるように対比を明確にする。 
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(b) 適切性確認の視点 

①対策を実施しないリスク 

対策を実施する目的に照らして，対策を実施しない又は適切な時期を逃すことにより

発生，増大するリスクの有無及び他の対策等に与える影響を確認する。 

②放射性物質の追加放出リスク 

対策の対象となるリスクの大きさを確認するために，敷地外への放射性物質の追加放

出の程度を確認するとともに，対策を実施することよるリスク低減効果の程度を確認

する。 

③外部事象に対するリスク 

対策を実施した前後の状態において，地震，津波等の外部事象に対するリスクの有無

及び他の対策等に与える影響を確認する。また，外部事象に対してより安定的なリス

クの押さえ込みができる環境，方法が他にないかどうかも確認する。 

④時間的なリスクの増減 

対策を実施しなかった場合に，時間的にリスクが増減するかどうかを確認する。 

（例えば設備の劣化，放射能インベントリの増加に伴うリスク増加） 

⑤実施時期の妥当性 

対策を開始，完了させる時期に対して，環境改善の必要性，技術開発の必要性，他の

作業との干渉，全体リスクを速やかに低減させるための対策の順番を確認する。 

⑥対策を実施するリスク 

対策を実施する段階や実施した後に発生，増大するリスクの有無及び他の対策等に与

える影響を確認する。また，対策を実施することで発生，増大するリスクには不測の

事態においてマネジメントが機能しない可能性も確認する。 

⑦対策を実施できないリスク 

不測の事態等で対策を実施できない場合の計画への影響及び他に選択できる対策の有

無を確認する。また，複数の選択肢を持った対策を検討する必要性があるかどうかを

確認する。 

 

c．リスク評価時に考慮すべき事項 

前述の手順に基づきリスク評価を実施する際には，以下の事項を考慮することにより， 

特定原子力施設におけるリスクを体系的に俯瞰できるように整理する。 

 

(a) 放射性物質の量や種類 

放射性物質の発生源に着目し，放射性物質の量（インベントリ）や種類（デブリ，燃

料集合体，原子炉への注水，雨水の浸入，地下水の浸透等によって原子炉建屋等で発生

した高レベルの放射性汚染水（以下「汚染水」という。）等）を考慮したリスク評価を

実施することにより，対策の必要性や緊急性を合理的に評価でき，適切かつ効率的なリ
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スク低減のためのアプローチを行うことができる。 

(b) 内部事象と外部事象 

リスクが顕在化する起因事象毎にリスク評価を実施することにより，起因事象からの

シナリオに応じた適切な対応が行われているか整理することができ，全体を俯瞰したリ

スク低減対策の漏れ等を洗い出すことができる。 

(c) 発生可能性と影響範囲 

起因事象からのリスクのシナリオにおける発生可能性や影響範囲を考慮することによ

り，合理的な対応や広がりを考慮した対応が取られているかを評価することができる。 

(d) 対策の有効性 

現状行われている対策や実施予定の対策を多層的に整理し，それぞれの対策の有効性

を評価することにより，対策の十分性の確認をより的確に実施することができる。 

（実施計画：Ⅰ-1-2-1~5） 

 

 

(2) 特定原子力施設の敷地境界及び敷地外への影響評価 

特定原子力施設の敷地境界及び敷地境界外への影響を評価した結果，平成 24 年 10 月

での気体廃棄物の追加的放出量に起因する実効線量は，敷地境界において約 3.0×10-2mSv/

年であり，特定原子力施設から 5km 地点では最大約 2.5×10-3mSv/年，10km 地点では最大

約 8.9×10-4mSv/年であった。 

また，敷地内各施設からの直接線・スカイシャイン線による実効線量は，敷地境界にお

いて約 9.4mSv/年であり，5km 地点では最大約 1.4×10-18mSv/年，10km 地点では最大約

2.4×10-36mSv/年であった。 

一方，文部科学省において公表されている「東京電力株式会社福島第一原子力発電所の

20km 圏内の空間線量率測定結果（平成 24 年 11 月 11 日～13 日）」によると，特定原子

力施設から約 5km 地点の空間線量率は 5.2～17.8μSv/h（約 46～約 156mSv/年），約 10km 

地点の空間線量率は 2.2～23.5μSv/h（約 20～約 206mSv/年）である。 

これらの結果から，特定原子力施設の追加的放出量等から起因する実効線量は，5km 地

点において空間線量率の約 18,000 分の１以下であり，10km 地点において空間線量率の約

21,000 分の１以下であるため，平常時において 5km 地点及び 10km 地点における特定原子

力施設からの影響は極めて小さいと判断する。 

（実施計画：Ⅰ-2-2-1） 
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(3) 特定原子力施設における主なリスク 

a．はじめに 

特定原子力施設の主なリスクは，特定原子力施設が放射能を内在することに起因すると

考えられ，また，現在の特定原子力施設において放射能を内在するもの（使用済燃料等）

は，以下のように整理できる。 

 

① 原子炉圧力容器・格納容器内の溶融した燃料（燃料デブリ，1～3 号機） 

② 使用済燃料プールの燃料（1～4 号機） 

③ 5・6 号機の使用済燃料プールの燃料 

④ 使用済燃料共用プールの燃料 

⑤ 使用済燃料乾式貯蔵キャスクの燃料 

⑥ 放射性廃棄物 

 

ここでは，上記の放射能を内在するものについて，それぞれ個別に現在の状態における

リスクを定量的もしくは定性的に評価することにより，現在の特定原子力施設のリスクに

ついて評価する。 

（実施計画：Ⅰ-2-3-1-1） 

 

（中略） 

 

⑥ 放射性廃棄物 

特定原子力施設内の放射性廃棄物について想定されるリスクとしては，汚染水等の放射

性液体廃棄物の系外への漏えいが考えられるが，以下に示す様々な対策を行っているた

め，特定原子力施設の系外に放射性液体廃棄物が漏えいする可能性は十分低く抑えられて

いる。 

なお，汚染水の水処理を継続することで放射性物質の濃度も低減していくため，万一設

備から漏えいした場合においても，環境への影響度は継続的に低減される。 

 

【設備等からの漏えいリスクを低減させる対策】 

・耐圧ホースのポリエチレン管化 

・多核種除去設備等により，汚染水に含まれるトリチウム以外の放射性物質を，東京

電力福島第一原子力発電所原子炉施設の保安及び特定核燃料物質の防護に関して必

要な事項を定める告示（以下「告示」という。）に規定される濃度限度との比の総

和が１未満となるよう浄化処理した水（以下「ALPS 処理水」という。）の海洋放出

による，ALPS 処理水等を貯蔵するタンク（以下「中低濃度タンク」という。）の解

体・撤去 
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【漏えい拡大リスクを低減させる対策】 

・中低濃度タンク廻りの堰，土嚢の設置 

・放水路の暗渠化 

・漏えい検知器，監視カメラの設置 

また，放射性気体廃棄物については，原子炉格納容器内の温度上昇時の放出がリスクと

して考えられるが，これについては燃料デブリに関する注水停止のリスク評価に包含され

ている。放射性固体廃棄物等については，流動性，拡散性が低いため，敷地内の特定原子

力施設からの直接線・スカイシャイン線に関するリスク評価に包含されている。 

（実施計画：Ⅰ-2-3-7-1） 

 

(4) 特定原子力施設の今後のリスク低減対策 

現状，特定原子力施設の追加的放出等に起因する，敷地外の実効線量は低く抑えられてい

る（(2)参照）。また，多くの放射性物質を含有する燃料デブリや使用済燃料等において異常

時に発生する事象を想定したリスク評価においても，敷地外への影響は十分低いものであ

ると評価している（(3)参照）。 

今後，福島第一原子力発電所内に存在している様々なリスクに対し，最新の「東京電力

福島第一原子力発電所 中期的リスクの低減目標マップ（以下「リスクマップ」とい

う。）」に沿って，リスク低減対策に取り組んでいく。プラントの安定状態に向けた更な

る取組，発電所全体の放射線量低減・汚染拡大防止に向けた取組，ならびに使用済燃料プ

ールからの燃料取り出し等の各項目に対し，代表される様々なリスクが存在している。各

項目に対するリスク低減のために実施を計画している対策については，リスク低減対策の

適切性確認の視点を基本とした確認を行い，期待されるリスクの低減ならびに安全性，被

ばく及び環境影響等の観点から，その有効性や実施の要否，時期等を十分に検討し，最適

化を図るとともに，必要に応じて本実施計画に反映する。 

また，(3)⑥にて実施する，ALPS 処理水の海洋放出により，廃炉作業に係る敷地などの

リソースを有効に活用していくことで，中長期ロードマップに沿った全体工程の達成及び

リスクマップに沿ったリスク低減対策を実現していく。 

（実施計画：Ⅰ-2-4-1） 

 

(5) 添付資料 

 添付資料－１ 実施を計画しているリスク低減対策ならびに適切性 

（実施計画：Ⅰ-2-4-1） 

当該実施計画の変更認可申請内容である雨水処理設備の処理対象水の追加については，

別紙－１ 参照。 
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表 実施を計画しているリスク低減対策ならびに適切性（抜粋） 

 

ロードマップ関連項目 想定されるリスク リスク低減対策 目的 対応状況 個々の対策に対する適切性 

プ
ラ
ン
ト
の
安
定
状
態
維
持
・
継
続
に
向
け
た
計
画 

滞
留
水
処
理
計
画 

水処理二次 

廃棄物 

・放射性物質の 

系外放出リスク 

汚染水処理設備

等の信頼性向上 

中低濃度タンク増

設，及びＲＯ濃縮水

一時貯槽のリプレー

ス 

ALPS処理水の貯留場所確保のために中低濃度タ

ンクを増設する。 

令和 2年 12月目標容量の中低濃度タン

ク設置を完了（合計 137万 m3） 

①日々増加し続ける ALPS処理水の保管場所が無くなり，貯留できなくなるリスクがある。  

②漏えい時における放射性物質の追加放出リスクは大きい。  

③貯蔵量を確保することが目的であり，外部事象に対するリスクは変化しない。  

④中低濃度タンクの経年劣化により漏えいリスクは増加する。  

⑤貯留場所確保のため，計画的に増設していく必要があり，既に実施している。  

⑥滞留水・処理水貯蔵量の増加により，漏えいリスクは増加する。  

⑦中低濃度タンク設置場所には限界があるため，緩和措置として，地下水流入量低減対策を確実 

に実施する必要がある。 

可能なトレンチから順次，止水・回収

の実施 

トレンチ内の滞留水を回収し，系外への漏えい

防止を図る。 

可能なトレンチ等から順次，止水・回

収を実施中 

海水配管トレンチ内汚染水除去完了 

2 号機： 

平成 27 年 6 月（トレンチ内滞留水移

送完了） 

平成 29 年 3 月（立坑充填完了） 

3 号機： 

平成 27 年 7 月（トレンチ内滞留水移

送完了） 

平成 27 年 8 月（立坑充填完了） 

4 号機： 

平成 27 年 12 月（トレンチ内滞留水

移送完了，立坑充填完了） 

1 号機：対応中 

①津波の浸入等により滞留水が敷地外へ流出するリスクが低減しない。 

②漏えい時における放射性物質の追加放出リスクは大きい。 

③対策を実施することにより津波の浸入等による滞留水が敷地外へ流出するリスクは低減する。 

④現在でも適切な管理を行っているが，高濃度滞留水のコンクリート健全部中の拡散を評価した

ところ，トレンチ部は 10～13 年で外表面に達するリスクがある。 

⑤止水方法の成立性等を検討し，可能なトレンチから順次実施していくことが望ましく，また，

並行して津波対策を実施予定。 

⑥対策を実施するリスクは小さいが，トレンチ内滞留水の処理が必要となる。 

⑦現場の状況を踏まえた止水方法等を検討する必要がある。 

 

 

（実施計画：Ⅰ-2-4-添 1-3） 

 

 

 

適切性確認の視点 ①対策を実施しないリスク ②放射性物質の追加放出リスク ③外部事象に対するリスク ④時間的なリスクの増減  ⑤実施時期の妥当性  ⑥対策を実施するリスク ⑦対策を実施できないリスク 
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別紙－１ 

 

雨水処理設備の処理対象水の追加について 

 

１． 目的 

現状，排水路の放射性物質濃度が基準値以上となる事象が発生した場合，排水路ゲー

トを閉鎖し，排水路から水を汲み上げ，最終的にプロセス主建屋に移送している。 

更に，放射性物質濃度が低い構内溜まり水（トレンチ内の溜まり水等）についても，

現状はプロセス主建屋等に移送しており，汚染水増加の一因となっている。 

このことから，汚染水発生量の低減を目的に雨水処理設備にて処理可能な濃度の水を

タンク堰内雨水処理設備で浄化処理し，構内散水するため，雨水処理設備での処理対象

水を追加する。 

 

○処理対象水 

（１）排水路ゲートを閉鎖した際に移送した水 

（２）構内トレンチ内溜まり水 

 

図 1.1-1 概略系統図（雨水処理設備） 
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２． 経緯 

（１）時系列 

2021年 3月 2日 ：物揚場排水路に設置している PSFモニタの高警報発生 

：物揚場排水路ゲート閉鎖 

：物揚場排水路の排水をタンクエリア内堰へ移送開始 

2021年 3月 9日 ：物揚場排水路ゲート開放 

2021年 3月 23日：タンクエリア内堰貯留水をプロセス主建屋／ＨＴＩ建屋へ移送

完了 

            （物揚場排水路排水：約 2,600m3 堰内雨水：約 900m3） 

 

（２）課題 

ａ．タンク堰内はタンク漏えい水を受ける場所であり，排水路の汚染水を受け入れる

場所ではないが，緊急対応として一時貯留。 

ｂ．物揚場排水路貯留水および元々堰内に溜まっていた雨水，合計 3,500m3をプロセ

ス主建屋へ移送している。これにより，汚染水発生量が 3,500m3増加(物揚場：

約 2,600m3 堰内雨水：約 900m3) 

 

（３）対策 

ａ．物揚場排水路から雨水回収タンクまでの移送配管を設置し，同様な事象が発生し

た場合，タンク堰に貯留せずともプロセス主建屋／ＨＴＩ建屋へ移送出来る設備

を構築。（実施計画対象外） 

ｂ．上記対策により，堰内雨水との混水を避ける事が出来るため，その分の汚染水発

生量を抑制することが出来る。（上記事象であれば，約 900m3の抑制） 

      また，雨水処理設備にて処理が可能な濃度の水であれば，雨水処理を行い構内

散水することで更なる汚染水発生量の低減につなげる。※（上記事象であれば，

約 2,600m3の抑制） 

    ※当該実施計画の変更認可申請内容 

 

以上 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2章．設計，設備について措置を講ずべき

事項 
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2.9 放射性液体廃棄物の処理・保管・管理

への適合性 
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措置を講ずべき事項 

Ⅱ. 設計，設備について措置を講ずべき事項 

 

 

2.9.1 措置を講ずべき事項への適合方針 

雨水処理設備等は，処理能力内の水を適切に処理することにより，放射性物質が環境中

に放出しないようにする。 

 

2.9.2 対応方針 

○ 放射性物質濃度低減のための適切な処理 

汚染水タンクエリアの堰内に溜まった雨水のうち，その放射能濃度が排水基準（詳細は

「Ⅲ 第３編 2.1.2放射性液体廃棄物等の管理」を参照）を上回るもの（以下，『雨水』と

いう）について逆浸透膜を利用し，処理することを目的とする。 

また，排水路ゲートを閉鎖した際に移送した水や構内トレンチ内溜まり水についても

2.36雨水処理設備等における『雨水』として扱う事とする。 

ただし，１～４号機の建屋滞留水由来の水が含まれる場合は，雨水処理設備での浄化処

理を行わず，建屋滞留水と同様の処理を行うものとする。 

（実施計画：Ⅱ-2-36-1-1） 

 

雨水受入タンクで扱う液体の放射能濃度は，100 Bq/cm3以下とする。  

（実施計画：Ⅱ-2-36-1-3） 

水の分析結果，処理・散水基準等について，別紙－１参照。 

 

 

 

 

 

 

 

９. 放射性液体廃棄物の処理・保管・管理 

○施設内で発生する汚染水等の放射性液体廃棄物の処理・貯蔵にあたっては，その廃

棄物の性状に応じて，当該廃棄物の発生量を抑制し，放射性物質濃度低減のための

適切な処理，十分な保管容量確保，遮へいや漏えい防止・汚染拡大防止等を行うこと

により，敷地周辺の線量を達成できる限り低減すること。また，処理・貯蔵施設は，

十分な遮へい能力を有し，漏えい及び汚染拡大し難い構造物により地下水や漏水等

によって放射性物質が環境中に放出しないようにすること。 
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別紙－１ 

雨水処理設備の処理対象水の追加に関する補足説明 

 

１． 水の分析結果 

（１）排水路ゲートを閉鎖※した際に移送した水 

移送した水について，１～４号機の建屋滞留水由来の水を含まないことを確認した

上で，処理前に雨水処理設備の処理基準内であることを分析にて確認する。 

※排水路ゲート閉鎖基準：放射線モニタ 放射能濃度（高高）警報発生（警報発生基

準値：3,000Bq/L（β）） 

なお，以下，分析結果は，事象発生の際に排水路ゲートを閉鎖した際に移送した水

（堰内貯留後）ではなく，排水路でのサンプリング水の分析結果のため，参考値。 

No. 分析箇所 
Cs-134 

(Bq/L) 

Cs-137 

(Bq/L) 

全β 

(Bq/L) 

H-3 

(Bq/L) 

1 物揚場排水路(ゲート閉鎖時) <9.5×10
-1
 1.6×10

1
 8.9×10

2
 － 

 

（２）構内トレンチ内溜まり水 

No. トレンチ名称 
Cs-137 

(Bq/L) 

H-3 

(Bq/L) 

保有水量 

(m
3
) 

1 1号機コントロールケーブルダクト 1.1×10
2
 ND (<1.2×10

2
) 100 

2 1号機主変圧器ケーブルダクト 1.8×10
2
 ND (<1.2×10

2
) 518 

3 1号機起動用変圧器ケーブルダクト 2.5×10
2
 ND (<1.2×10

2
) 292 

4 2～4号機 DG 連絡ダクト 1.0×10
2
 ND (<1.2×10

2
) 1,594 

5 3号機起動用変圧器ケーブルダクト 4.0×10
2
 ND (<1.3×10

2
) 840 

 ○選定基準 

・建屋滞留水の回り込みが無いこと。 

・H-3濃度が検出下限値であること。 

・Cs-137濃度が告示濃度（90Bq/L）を超えていること。 

・保有水量が 100m3を超えていること。 

 

３．処理基準，散水基準 

（１）雨水処理設備処理基準 

実施計画（Ⅱ 2.36）記載の通り，100Bq/cm3（100,000Bq/L）以下の水を処理する。 
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（２）構内散水基準 

 実施計画（Ⅲ 第３編 2.1.2）記載の通り，下記の水を散水する。 

核種 Cs-134 Cs-137 Sr-90(全β) H-3 人工核種 

告示濃度限度 60Bq/L 90Bq/L 30Bq/L 60,000Bq/L 
未検出 

散水基準 告示濃度限度比の和 0.22 以下（社内基準 0.21以下） 

 

４．建屋由来，フォールアウト由来の判断方法 

処理対象水については，実施計画（Ⅲ 第３編 2.1.2）に記載の通り，タンクからの

漏えい水が含まれる水は雨水処理設備では処理しないことから，フォールアウト由来の

水と限定する。 

判断方法は，プラントパラメータに異常の無いことやタンクからの漏えいなど建屋滞

留水による汚染物が混入していないこと，トリチウム濃度 1,500Bq/L※以下であることを

確認することで判断するものとする。判断する時点について，排水路ゲートを閉鎖した

際に移送した水は，雨水回収タンクへ移送・貯留した際に分析・判断を行う。構内トレ

ンチ内溜まり水は，移送前のトレンチ内に滞留している時点で分析・判断を行う。 

 

※フォールアウト由来で管理しているサブドレン及び，地下水バイパスの排水基準であ

るトリチウム濃度 1,500Bq/L未満（実施計画（Ⅲ 第３編 2.1.2））であれば建屋由来

の滞留水ではないことを担保できると考える。 
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別紙－２ 

雨水散水設備の記載の削除に関する補足説明 

 

１．雨水散水設備の記載の削除について 

雨水散水設備については，実施計画上は事業者の自主管理として設備の設置，運用を行

う位置付けとしていることから，今後は事業者の自主管理として設備の増設，変更を実施

することとし，一部記載の削除を行う。 

 

○現在の実施計画上の設備の記載は以下の通り。 

 
 

散水設備概略図（実施計画Ⅱ 2.36添付資料-2 図-1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大熊側散水箇所

散水ラインポンプ

散水ラインポンプ

散水ラインポンプ

散水ポンプ 散水ポンプ

淡水化ＲＯ処理装置
処理水タンク×３基

※散水先は敷地利用計画に従い変更されるものである。

ＰＰＰ散水ポンプ

モバイルＲＯ処理装置
処理水タンク×３基

Ｐ Ｐ

Ｐ

散水ラインポンプ

散水ラインポンプ

Ｐ

散水ラインポンプ×３台

Ｐ

雨水回収タンク×３基

散水ラインポンプ

Ｐ

雨水回収タンク×4基

散水ラインポンプ×２台

雨水回収タンク×３基
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Ｊ６－１
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Ｂ

Ｐ

双葉側散水箇所

散水ラインポンプ×２台

Ｈ６（Ⅰ）

新モバイルＲＯ処理装置
処理水タンク×３基

Ｐ

散水ラインポンプ×２

Ｐ

散水ラインポンプ

Ｐ

Ｐ

雨水回収タンク×３基

Ｋ
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3 章．特定原子力施設の保安 
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3.1 特定原子力施設の保安のために措置

を講ずべき事項への適合性 
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措置を講ずべき事項 

Ⅲ．特定原子力施設の保安のために措置を講ずべき事項 

 

 

3.1.1 措置を講ずべき事項への適合方針 

雨水処理設備等は，運転管理，保守管理，放射線管理，放射性廃棄物管理，緊急時の措

置，敷地内外の環境放射線モニタリング等適切な措置を講じることにより，「Ⅱ．設計，

設備について措置を講ずべき事項」の適切かつ確実な実施を確保し，かつ，作業員及び敷

地内外の安全を確保する。 

  

運転管理，保守管理，放射線管理，放射性廃棄物管理，緊急時の措置，敷地内外の環

境放射線モニタリング等適切な措置を講じることにより，「Ⅱ．設計，設備について措

置を講ずべき事項」の適切かつ確実な実施を確保し，かつ，作業員及び敷地内外の安全

を確保すること。 

特に，事故や災害時等における緊急時の措置については，緊急事態への対処に加え，

関係機関への連絡通報体制や緊急時における医療体制の整備等を行うこと。 

また，協力企業を含む社員や作業従事者に対する教育・訓練を的確に行い，その技量

や能力の維持向上を図ること。 
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3.1.2 対応方針 

○ 雨水処理設備等での適切な処理 

 以下，実施計画（Ⅲ 第３編 2.1.2）の通り対応することで，追加対象水について，適

切な処理を行う。 

 

(2)放射性液体廃棄物等（事故発災後に発生した液体） 

（中略） 

 ５・６号機のタービン建屋等に流入した海水・地下水及び，放射性物質濃度が散水の基 

準を超える堰内雨水は，滞留水として，貯留設備（タンク）へ移送し貯留するとともに，

その一部を，次のいずれかの方法により浄化処理を行い，構内散水に使用している。  

① 浄化ユニット及び淡水化装置による浄化処理 

② 浄化装置及び淡水化装置による浄化処理 

③ 浄化ユニットによる浄化処理  

（中略） 

汚染水タンクエリアの堰内に貯まった雨水は，管理して排水，若しくは構内散水する。 

なお，堰内雨水が散水の基準を超えた場合は雨水処理設備により浄化処理を行う。 

（実施計画：Ⅲ-2-1-2-1） 

 

(2)浄化処理 

（中略） 

⑤堰内雨水の浄化処理  

堰内雨水について，放射性物質濃度が「(4)再利用」に示す散水の基準を超える場合

は雨水処理設備により浄化処理を実施する。 

（中略） 

 

(3)貯蔵管理 

（中略） 

浄化処理後の堰内雨水は，処理水タンクに貯留する。各タンクは巡視点検により漏えい 

がないことを定期的に確認する。なお，同様な管理を継続していくとともに，タンクは必 

要に応じて増設する 

 

(4)再利用  

（中略） 

５・６号機のタービン建屋等に流入した海水・地下水等は，滞留水として，貯留設備

（タンク）へ移送して貯留し，「2.1.2.1(2)放射性液体廃棄物等（事故発災後に発生した

液体）」に示す方法により浄化処理を行い，構内散水に使用している。構内散水にあたっ



 

3.1-4 

 

ては，以下に示す確認を行う。  

①浄化ユニット及び淡水化装置により浄化処理した水または浄化装置及び淡水化装置に

より浄化処理した水  

被ばく評価上有意な核種である Cs-134,Cs-137,Sr-90,H-3（以下，「主要核種」という）

の放射性物質濃度を測定し，告示に定める周辺監視区域外の水中の濃度限度との比（以

下，「告示濃度限度比」という）の和が 0.22以下となることを確認する。  

なお，浄化ユニット及び淡水化装置による浄化処理した水並びに浄化装置及び淡水化装

置により浄化処理した水の評価対象核種が同一である理由は，いずれも最後段に位置する

淡水化装置の浄化性能を基に評価対象核種を選定しているためである。  

②浄化ユニットにより浄化処理した水  

主要核種の放射性物質濃度を測定し，告示濃度限度比の和が 0.21以下であること，及

び前記の測定において，その他の人工のγ線放出核種が検出されていないことを確認す

る。   

堰内雨水について，当面，排水方法が確定するまでは，排水時と同様の確認を行い，

処理水を構内散水する。  

なお，「(3)貯蔵管理」に示す管理において各タンクからの漏えいが確認された場合，

当該堰内雨水は散水せず，貯留用タンク・槽類へ移送して浄化処理する等必要な措置を

講じる。 

（実施計画：Ⅲ-2-1-2-3） 

以上 




